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平成３０年度から国民健康保険税の
税率等が変わります

　国民健康保険は、病気やけがをしたときに安心して医療が受けられるように、加入者が国民健康保険税を出し合
い、お互いに助け合う制度です。我が国の国民皆保険制度を支える医療保険であり、将来にわたり安定的に運営し
ていく必要があります。
　市の国民健康保険は、平成 25年度に保険税を改定（固定資産税の状況により賦課していた資産割の廃止など）
して以来据え置いてきましたが、医療費の増加などから近年大幅な赤字が続いているため、保険税を改定すること
になりました。
　加入者の皆さんにご負担いただくことになりますが、国民健康保険財政を取り巻く厳しい状況に、ご理解とご協
力をお願いします。なお、所得が一定の額以下の世帯には、保険税を軽減する制度があります。

税率区分 改正前 平成 29 年度 改正後 平成 30 年度

全被保険者

医療分

所得割 6.70％ 7.03％

均等割 23,000 円 23,900 円

平等割 22,000 円 22,000 円

医療分　課税限度額 54 万円 58 万円

後期高齢者支援金分

所得割 1.08％ 1.78％

均等割 3,500 円 6,100 円

平等割 4,500 円 5,700 円

後期高齢者支援金分　課税限度額 19 万円 19 万円

40 歳以上
65 歳未満

介護納付金分

所得割 1.50％ 1.70％

均等割 6,000 円 7,700 円

平等割 4,500 円 4,500 円

介護納付金分　課税限度額 16 万円 16 万円
※課税限度額とは、１世帯における国民健康保険税の上限額のことです。

【国民健康保険税の内訳】

【算出方法】｢医療分｣､｢後期高齢者支援金分｣､｢介護納付金分｣について、それぞれ下記の①～③を合計して算出します。
①所得割額…課税所得金額 (前年中の総所得金額等− 33万円 ) ×税率　（加入者の所得に応じて算出されます。）
②均等割額…加入者数×均等割額　（加入者１人につき均等割額が加算されます。）
③平等割額…１世帯×平等割額　（１世帯につき平等割額が加算されます。）

医療分 介護納付金分 国民健康保険税後期高齢者支援金分

加入者全員

医療費の支払いに
使用する財源

後期高齢者医療制度を
支える財源

介護保険制度を
支える財源

加入者全員 40歳以上 65歳未満
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　伊賀市国民健康保険特別会計の単年度収支（その年度の医療費に係る歳入歳出差引額）は、平成 24年度以前は
黒字でしたが、平成25年度に国保税率の引き下げを行ってからは赤字が続いています。一人あたりの保険給付費（国
保会計で負担する医療費）も増加しており、平成 28年度には財源が不足したため基金の取り崩しを行いましたが、
この状態が続くと基金が底をつく恐れがあります。

　世帯の前年中の所得金額の合計額が、一定基準額以下の世帯については、７割・５割・２割軽減に該当し「均等割額」
と「平等割額」が軽減されます。なお、軽減を受けるのに申請は必要ありません。
　ただし、世帯の中に所得の申告をされてない人がいる場合は、一定基準額以下に該当しているか判定できないた
め軽減が適用されない場合があります。

軽減割合 基準となる所得金額（世帯主、被保険者の所得の合計）
改正前　平成 29年度 改正後　平成 30年度

７　割 33 万円以下 33 万円以下
５　割 33 万円+（27万円×被保険者数）以下 33 万円+（27万 5千円×被保険者数）以下
２　割 33 万円+（49万円×被保険者数）以下 33 万円+（50万円×被保険者数）以下

※世帯主の所得は、国民健康保険に加入 ･未加入に関わらず、軽減判定の対象となります。

税率改正の理由

国民健康保険税の軽減制度

具体例で比較する世帯の税額（税額改正前後）

0

－100,000

－200,000

－300,000

－400,000

H25 年度

△232,983

△414,591
△352,675

△324,563

H26 年度 H27年度 H28年度

国保会計単年度収支 一人あたりの保険給付費

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度
330
340
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370
380
390
400

353

365

390 392

（千円） （千円）

夫婦と子ども２人の４人世帯

夫婦２人の世帯

例１

例２

52,200 円（前年比 12.98％）の負担増

15,700 円（前年比 11.98％）の負担増

前
年
中
の
所
得

夫 給与収入 450 万円
所　得 306 万円

妻 無収入 0 円
所　得 0 円

前
年
中
の
所
得

夫 年金収入 240 万円
所　得 120 万円

妻 年金収入 60 万円
所　得 0 円

年
　
税
　
額

内訳 平成29年度（改正前） 平成 30年度（改正後）
医療分 296,900 円 309,500 円
支援分 47,900 円 78,600 円
介護分 57,400 円 66,300 円
合計 402,200 円 454,400 円

年
　
税
　
額

内訳 平成29年度（改正前） 平成 30年度（改正後）
医療分 112,600 円 117,000 円
支援分 18,500 円 29,800 円
介護分 0円 0 円
合計 131,100 円 146,800 円
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夫：46歳　
妻：43歳
子：12歳　
子：10歳

夫：73歳　
妻：71歳
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○病気の早期発見や未然防止のため、年に一度は特定健康診査やがん検診（自己負担額があり
ます。）を受けましょう。

　７月から特定健康診査が始まります。詳しくは、広報６月１日号 14 ページの「特定健康診
査を受けましょう」をご覧ください。

○ジェネリック医薬品（後発医薬品）の利用を検討してください。ジェネリック医薬品は新薬（先
発薬品）の特許期限が過ぎたあと新薬と同じ成分で製薬され、新薬に比べて開発費を抑えら
れるため、自己負担が減り、医療費全体も抑えられます。

　近年、医療費の中でも調剤費が著しく増加していますので、ご協力をお願いします。医療費
を抑え国民健康保険の負担する保険給付費を削減することは、保険税引き上げの抑制につなが
ります。一人ひとりが健康管理に努め、適正な受診を心がけるようお願いします。

　国民健康保険に加入している人全員（世帯主を含む）が 65 歳以上で一定の条件を満たしている場合は、保険税
を年金から天引きしていますが、申請により口座振替に変更することができます。
○申請の期限はありませんが、申請の時期により口座振替への変更時期が変わります。
○年金天引きを継続する場合や、すでに口座振替に変更している場合は、改めて申請する必要はありません。

　倒産・解雇などにより離職した人（特定受給資格者）や雇い止めなどにより離職した人（特定理由離職者）の前
年の給与所得を 100 分の 30 とみなして保険税の算定を行います。
雇用保険受給資格者証と印鑑を持参し申請してください。
《該当する離職理由コード》11・12・21・22・23・31・32・33・34
《対象期間》離職の翌日の属する月から翌年度末まで

　保険税は、被保険者になった月から納めていただきます。「被保険者になった月」
とは、市へ届け出をしたときでなく、ほかの市町村から転入した日や職場の健康
保険を脱退した日など、国民健康保険への加入資格が発生した日の月をいいます。
　この届け出が遅れると保険給付を受けられない場合があります。また保険税は
国民健康保険資格の発生日までさかのぼって納めていただくことになります。
　なお、ほかの市町村へ転出したり、職場の健康保険に加入したなど、伊賀市国
民健康保険被保険者資格を喪失した場合は、その月分からの保険税は課税されま
せんが、届け出が必要です。

国民健康保険税引き上げ抑制にご協力ください

特別徴収を口座振替に変更できます

非自発的失業者に係る保険税の減額制度

保険税は被保険者になった月から

平成 30年度保険税の納税通知書を７月中旬に発送します
　７月は国民健康保険税の本算定の月です。７月中旬に世帯主（納税義務者）に保険税納税通知書を送付し
ますので、納期内に納付いただきますようお願いします。
①普通徴収の人　
１期（7 月）から 9 期（平成 31 年 3 月）の 9 期（回）に割り振っています。
②特別徴収（年金からの天引き）の人　
本算定年税額から 4 月・6 月・8 月の仮算定税額を差し引いた額を、10 月・12 月・平成 31 年 2 月の 3 回
に割り振っています。

国民健康保険の届け出は加入資格の発生日から必ず 14日以内に

【問い合わせ】　保険年金課　☎ 22-9659　FAX 26-0151
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市の奨学金制度

初めての講師にチャレンジしませんか

◆ 奨学金支給制度を活用しませんか

◆ 講師になって趣味や教養を広めませんか  

◆伊賀市ササユリ奨学金
　自己実現に向けた向学心が旺盛で修学のための経済
的支援を要する優秀な学生に対して、社会に貢献する
人材育成を目的として奨学金を支給します。
【対象者】　次の全てに該当する人
○市内に住所がある人（修学のため住所異動した場合
を除く。）
○大学・短期大学の第１学年または高等専門学校の第
４学年に在学する人
○市内の中学校または高等学校を卒業した人
○世帯全体の年間所得が780万円以下の人
【支給額】　240,000 円／年
【必要書類】　○ササユリ奨学金支給申請書

○大学などの在学証明書
○住民票（世帯全員分で、続柄が記載されているもの）
○世帯の中で所得のある人全員の平成 30年度所得証
明書（平成 29年分所得）
○卒業した高等学校の成績証明書または高等学校卒業
程度認定試験の合格証明書（高等専門学校生は、前
期３年間の成績証明書）
○履歴書　※志望の動機を必ず記入してください。
○口座振込依頼書
【募集人数】　2人
【選考方法】　1 次：書類選考　2次：面接など
※申請者が遺児の場合は、選考の際に考慮される場合
があります。

◆伊賀市奨学金
　市内の高校生・大学生などに、修学の支援を通じて
教育機会の均等を図り、社会に貢献する人材の育成を
目的として奨学金を支給します。
【対象者】　次の全てに該当する人
○本人・保護者とも市内に住所がある人（修学のため
住所異動した場合を除く。）

○高等学校・専門学校・大学などに在学する人
○申請者と生計を同一とする世帯員の中に平成30年度
の住民税所得割額を納付すべき世帯員がいない人

【支給額】　
○高等学校・高等専修学校など：72,000 円／年

○大学・短期大学・専門学校など
国公立：72,000 円／年
私　立：84,000 円／年
【必要書類】
○奨学金支給申請書
○高等学校または大学などの在学証明書
○住民票（世帯全員分で、続柄が記載されているもの）
○世帯の中で所得のある人全員の課税証明書または住
民税納税通知書の写し（平成 30年度分）または伊
賀市奨学金支給申請に係る課税台帳閲覧の同意書
○口座振込依頼書

伊賀市ササユリ奨学金、伊賀市奨学金ともに
【申込期間】　6月15日㈮～29日㈮

【申込先】　教育総務課・生涯学習課・
　各公民館（いがまち・阿山・大山田・青山）

　ハイトピア伊賀５階の部屋を利用して、講師として
自分の趣味や教養を生かした講座を自主運営してみま
せんか。ただし、講座受講料を徴収する場合は、１人
500 円以内とし、このほかの経費は自己負担でまか
なうこととします。
【と　き】　11 月中旬～平成 31年 3月中旬
※時間は要相談
【対象者】　ものづくり・趣味・教養などの少人数向け
講座の自主運営に興味がある 20歳以上の人　※市内
在住者を優先します。

【申込方法】　生涯学習センタ−、各公民館にある申請
書に必要事項を記入の上、持参または郵送で提出して
ください。申請書は市ホームページからダウンロード
ができます。提出後、打ち合わせする日を連絡します。
※申請内容について審査し、講座実施の可否について
決定し、連絡します。

【申込期間】　～ 7月 6日㈮
午前９時～午後５時（土・日曜日を除く。）
【申込先】　〒 518-0873　伊賀市丸之内 500 番地　
ハイトピア伊賀　５階　生涯学習課

【問い合わせ】教育総務課
　☎47-1280　FAX47-1281

【問い合わせ】生涯学習課
　☎22-9637　FAX22-9692


